
［15］ 条例による技術基準の強化又は緩和

第33条第３項法 律

３ 地方公共団体は、その地方の自然的条件の特殊性又は公共施設の整備、建築物の建築その他の土地利

用の現状及び将来の見通しを勘案し、前項の政令で定める技術的細目のみによっては環境の保全、災害

の防止及び利便の増進を図ることが困難であると認められ、又は当該技術的細目によらなくとも環境の

、 、 、保全 災害の防止及び利便の増進上支障がないと認められる場合においては 政令で定める基準に従い

条例で、当該技術的細目において定められた制限を強化し、又は緩和することができる。

政 令

（法第33条第３項の政令で定める基準）

第29条の２ 法第33条第３項の政令で定める基準のうち制限の強化に関するものは、次に掲げるもの【 】

とする。

一 第25条第２号、第３号若しくは第５号から第７号まで、第27条、第28条第２号から第６号まで又は

前３条の技術的細目に定められた制限について、環境の保全、災害の防止及び利便の増進を図るため

に必要な限度を超えない範囲で行うものであること。

、 、二 第25条第２号の技術的細目に定められた制限の強化は 配置すべき道路の幅員の最低制限について

（ 、 ） 。12メートル 小区間で通行上支障がない場合は ６メートル を超えない範囲で行うものであること

三 第25条第３号の技術的細目に定められた制限の強化は、開発区域の面積について行うものであるこ

と。

四 第25条第５号の技術的細目に定められた制限の強化は、歩車道を分離すべき道路の幅員の最低限度

について、5.5メートルを下らない範囲で行うものであること。

五 第25条第６号の技術的細目に定められた制限の強化は、次に掲げるところによるものであること。

イ 主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為において設置すべき施設の種類を、公園に

限定すること。

ロ 設置すべき公園、緑地又は広場の数又は１箇所当たりの面積の最低限度を定めること。

、 、ハ 設置すべき公園 緑地又は広場の面積の合計の開発区域の面積に対する割合の最低限度について

６パーセントを超えない範囲で、開発区域及びその周辺の状況並びに予定建築物等の用途を勘案し

て特に必要があると認められる場合に行うこと。

六 第25条第７号の技術的細目に定められた制限の強化は、国土交通省令で定めるところにより、設置

すべき公園、緑地若しくは広場の数若しくは１箇所当たりの面積の最低限度又はそれらの面積の合計

の開発区域の面積に対する割合の最低限度（６パーセントを超えない範囲に限る ）について行うも。

のであること。

七 第27条の技術的細目に定められた制限の強化は、20ヘクタール未満の開発行為においてもごみ収集

場その他の公益的施設が特に必要とされる場合に、当該公益的施設を配置すべき開発行為の規模につ

いて行うものであること。

八 第28条第２号から第６号までの技術的細目に定められた制限の強化は、その地方の気候、風土又は

地勢の特殊性により、これらの規定のみによっては開発行為に伴う崖崩れ又は土砂の流出の防止の

目的を達し難いと認められる場合に行うものであること。

九 第28条の２第１号の技術的細目に定められた制限の強化は、保存の措置を講ずべき樹木又は樹木の



集団の要件について、優れた自然的環境の保全のため特に必要があると認められる場合に行うもので

あること。

十 第28条の２第２号の技術的細目に定められた制限の強化は、表土の復元、客土、土壌の改良等の措

置を講ずべき切土若しくは盛土の高さの最低限度又は切土若しくは盛土をする土地の面積の最低限度

について行うものであること。

十一 第28条の３の技術的細目に定められた制限の強化は、配置すべき緩衝帯の幅員の最低限度につい

て、20メートルを超えない範囲で国土交通省令で定める基準に従い行うものであること。

十二 前条に規定する技術的細目の強化は、国土交通省令で定める基準に従い行うものであること。

２ 法第33条第３項の政令で定める基準のうち制限の緩和に関するものは次に掲げるものとする。

一 第25条第２号又は第６号の技術的細目に定められた制限について、環境の保全、災害の防止及び利

便の増進上支障がない範囲で行うものであること。

二 第25条第２号の技術的細目に定められた制限の緩和は、既に市街地を形成している区域内で行われ

る開発行為において配置すべき道路の幅員の最低限度について、４メートル（当該道路と一体的に機

能する開発区域の周辺の道路の幅員が４メートルを超える場合には、当該幅員）を下らない範囲で行

うものであること。

三 第25条第６号の技術的細目に定められた制限の緩和は、次に掲げるところによるものであること。

イ 開発区域の面積の最低限度について、１ヘクタールを超えない範囲で行うこと。

ロ 地方公共団体その他の者が開発区域の周辺に相当規模の公園、緑地又は広場の設置を予定してい

る場合に行うこと。

規 則

（公園等の設置基準の強化）

【第27条の２】 第21条第１号の技術的細目に定められた制限の強化は、次に掲げるところにより行うも

のとする。

一 設置すべき公園、緑地又は広場の数又は一箇所当たりの面積の最低限度を定めること。

二 設置すべき公園、緑地又は広場の面積の合計の開発区域の面積に対する割合の最低限度について、

６パーセントを超えない範囲で、開発区域及びその周辺の状況並びに予定建築物等の用途を勘案して

特に必要があると認められる場合に行うこと。

２ 第21条第２号の技術的細目に定められた制限の強化は、設置すべき公園、緑地又は広場の数又は一箇

所当たりの面積の最低限度について行うものとする。

（令第29条の２第１項第11号の国土交通省令で定める基準）

【第27条の３】 第23条の３の技術的細目に定められた制限の強化は、配置すべき緩衝帯の幅員の最低限

度について、開発行為の規模が１ヘクタール以上1.5ヘクタール未満の場合にあっては6.5メートル、

1.5ヘクタール以上５ヘクタール未満の場合にあっては８メートル、５ヘクタール以上15ヘクタール未

満の場合にあっては15メートル、15ヘクタール以上の場合にあっては20メートルを超えない範囲で行う

ものとする。

（令第29条の２第１項第12号の国土交通省令で定める基準）

【第27条の４】 令第29条の２第１項第12号の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一 第24条、第25条第２号、第26条第４号又は第27条の技術的細目に定められた制限について、環境の

保全、災害の防止及び利便の増進を図るために必要な限度を超えない範囲で行うものであること。



二 第24条の技術的細目に定められた制限の強化は、その地方の気候若しくは風土の特殊性又は土地の

状況により必要と認められる場合に、同条各号に掲げる基準と異なる基準を定めるものであること。

三 第25条第２号の技術的細目に定められた制限の強化は、公園の利用者の安全の確保を図るため必要

があると認められる場合に、さく又はへいの設置その他利用者の安全を図るための措置が講ぜられて

いることを要件とするものであること。

四 第26条第４号の技術的細目に定められた制限の強化は、公共の用に供する排水施設のうち暗渠であ

る構造の部分の内径又は内のり幅について行うものであること。

五 第27条の技術的細目に定められた制限の強化は、その地方の気候、風土又は地勢の特殊性により、

同条各号の規定のみによっては開発行為に伴うがけ崩れ又は土砂の流出の防止の目的を達し難いと認

められる場合に行うものであること。

運用指針

Ⅰ－５－12 技術基準の強化

まちづくりの将来像を示したマスタープランの内容の実現に向けて、地域の実情等を勘案しながら、

技術基準を強化していくことが考えられる。なお、技術基準を強化する場合には、必要性の有無にかか

わらず一律的な強化は行わないことや、官民連携が推進されている状況を踏まえて適切に公共施設や公

益的施設の整備等に係る負担のあり方を検討することが重要である。

、 、開発行為に伴い設置される公共施設についてはその適切な管理を確保することが重要であるが 特に

技術基準の強化により設置された公共施設については、民有地のまま管理される場合であっても、当該

公共施設の土地について分筆を行わせて区域の明確化を図り、管理協定を締結する等その適切な管理に

ついて特別な配慮をすることが望ましい。また、開発許可権者と公共施設管理者が異なることが想定さ

、 。れる場合には 技術基準の強化の内容及び管理方法について関係部局と十分調整を行うことが望ましい

これまで宅地開発等指導要綱で行政指導を行っていた制限については、政省令で定める基準に照らし

てその内容を十分検討し、基準に合致するものは速やかに法に基づく条例による強化基準として定める

ことが適当である。政省令の基準を超える宅地開発等指導要綱に基づき、法の開発許可にからめて行政

指導を行うことは、法律の趣旨から逸脱するものであることに留意する必要がある。

条例で技術的細目に定められた制限の強化を行うに当たっては、どのような開発行為についてどの程

度の強化を行うか明確にすることが求められるところであり、単に「必要があると認める場合」等の極

めて抽象的な表現で明確な基準を設けず裁量によって運用を行うことや専ら利便の増進の観点から強化

を行うことは望ましくない。

(1) 令第29条の２第１項第１号及び施行規則第27条の４第１号関係

、 、 、令第29条の２第１項第１号及び施行規則第27条の４第１号では 強化の対象を 令第25条第２号

第３号、第５号から第７号まで、第27条、第28条第２号から第６号まで、第28条の２、第28条の３

（施行規則第23条の３）又は第29条（施行規則第24条、第25条第２号、第26条第４号又は第27条）

の技術的細目に定められた制限に限定しており、強化を行うことが不適切なもの、強化が見込まれ

ないものについては対象外としている。また、横だし的な強化については、施行規則第24条に定め

られた技術的細目に限り令第29条の委任の範囲内で行えることとされており、それ以外の技術的細

目については上乗せの強化についてのみ行えることとされている。



制限の強化は 「環境の保全、災害の防止及び利便の増進を図るために必要な限度を超えない範、

囲」で行うこととされており、環境の保全、災害の防止及び利便の増進を図ることが必要とされる

特定の地域における、特定の開発行為について、制限の強化の対象とする項目及びその程度を限定

して行う必要がある。従って、区域を限定せずに地方公共団体の行政区域全域を一律的に対象とし

て制限を強化すること、制限の強化の対象とする開発行為の目的、規模等について限定せず一律的

に制限を強化すること（特に小規模な開発行為についてまで一律的に制限を強化すべきかは慎重に

）、 、検討を行うことが望ましい 地方公共団体が自ら整備する以上の水準の公共施設等を求めること

開発事業者に著しい負担を求めることなどは法令の趣旨に反するものであると考えられる。

また、制限の強化は、法令上定められている技術基準に比べ特別な権利制限を課するものである

ことから、条例を制定する際には、強化の内容が必要な限度を超えないものであることについて、

事前に地域住民や土地所有者等への十分な説明を行うことが望ましい。

(2) 令第29条の２第１項第２号関係（令第25条第２号の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

道路幅員の強化を行う場合は、当該道路の利用状況、周辺の道路幅員の状況、公共団体の道路整

備の方針等を十分勘案し、歩行者交通量が多い場所での歩道の設置、中高層建築物に接することに

よる交通量の増大に対応する等具体的かつ合理的な理由に基づく強化を行うことが望ましい。

また、小区間の道路の幅員の強化についても、予定建築物等の用途等を勘案して緊急車両の通行

を確保する必要がある場合、自動車交通量及び歩行者交通量を勘案して歩車道を分離する必要があ

る場合等具体的かつ合理的な理由に基づく強化を行うことが望ましい。

(3) 令第29条の２第１項第３号関係（令第25条第３号の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

20ha以下の開発行為であっても令第25条第３号の制限を適用することを可能とするものである

が、市街化調整区域内の既存の12ｍ道路の周辺における立地基準の弾力的な運用（例えば法第34条

第11号、第12号等）と本号に基づく基準の強化とセットでの活用が考えられる。

(4) 令第29条の２第１項第４号関係（令第25条第５号の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

通学路等においては片側一車線であっても歩車道分離を行うことが適当な場合もあるなど、自動

車交通量及び歩行者交通量を勘案して、９ｍ以下の幅員の道路についても歩車道分離を行わせるこ

とを可能とする趣旨である。

(5) 令第29条の２第１項第５号関係（令第25条第６号の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

① 第５号イ

住宅系開発については公園に限定した施設整備を求めることを可能とする趣旨であるが、一律

的に限定するのではなく、例外規定を設ける等保存すべき緑地等に配慮した条例制定を行うこと

が望ましい。

② 第５号ロ

ある程度まとまった規模の公園等を数箇所に整備させることを可能とする趣旨であり、設置す

べき公園等の数や１箇所の面積については、開発行為の規模に応じて定めることが望ましい。

③ 第５号ハ

新市街地開発などで、良好な樹林地等自然環境を保全する必要がある場合や予定建築物の用途

が中高層共同住宅である場合など３％を超える面積の公園等が特に必要な場合に限り、６％以内

の公園等の設置を求めることができるという趣旨であるが、条例を定める際には、一律的に強化

するのではなく、予定建築物等の用途や区域等を限り定めることが望ましい。



(6) 令第29条の２第１項第６号及び施行規則第27条の２関係（令第25条第７号及び施行規則第21条の

技術的細目に定められた制限の強化の基準）

① 施行規則第27条の２第１項第１号関係

ある程度まとまった規模の公園等を数箇所に整備させることを可能とする趣旨であり、設置す

べき公園等の数や１箇所の面積については、開発行為の規模に応じて定めることが望ましい。

② 施行規則第27条の２第１項第２号関係

新市街地開発などで、良好な樹林地等自然環境を保全する必要がある場合や予定建築物の用途

が中高層共同住宅である場合など３％を超える面積の公園等が特に必要な場合に限り、６％以内

の公園等の設置を求めることができるという趣旨であるが、条例を定める際には、一律的に強化

するのではなく、予定建築物等の用途や区域等を限り定めることが望ましい。なお、３％を超え

る公園等の設置を求める場合は、３％を超える部分について、そのすべてを公園に限定する必要

はなく、予定建築物等の用途や周辺の状況等を勘案して緑地や広場でもよいこととする運用が可

能である。

③ 施行規則第27条の２第２項関係

、 、施行規則第21条第２号は ５ha以上の開発について大規模な公園の設置を求める規定であるが

設置すべき公園の箇所数及び１箇所あたりの面積の最低限度について、予定建築物の用途や開発

区域の周辺の公園の整備状況等を勘案して強化を可能とする趣旨である。

(7) 令第29条の２第１項第７号関係（令第27条の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

本号は、もっぱら開発区域内の住民が利用するごみ収集場等開発区域内の住民の利便の増進を図

る上で必要不可欠な身の回りの施設については、開発行為の規模にかかわらず設置を求めるを可能

とする趣旨である。

「開発区域内の住民の利便の増進を図る上で必要不可欠な身の回りの施設」の範囲に何が含まれ

るかは、公益的施設の内容が多岐にわたるものであることから開発行為の規模・内容や地域の実情

に応じ適切に判断することが望ましい。

(8) 令第29条の２第１項第８号関係（令第28条第２号から第６号までの技術的細目に定められた制限

の強化の基準）

「その地方の気候の特殊性」については、例えば多雨・多雪地帯で通常の気候の地域に比べてが

け崩れ又は土砂の流出等の災害の発生頻度の高い区域 「その地方の風土又は地勢の特殊性」につ、

いては、例えば傾斜の多い土地柄やもともと地盤が軟弱な地域で通常の土地柄の地域に比べてがけ

崩れ又は土砂の流出等の災害の発生頻度の高い区域などが想定される。

(9) 令第29条の２第１項第９号関係（令第28条の２第１号の技術的細目において定められた制限の強

化の基準）

「保存の措置を講ずべき樹木」については、地域の希少な樹木や県木等が考えられるが 「優れ、

た自然環境の保全」が特に必要である区域に限定して強化を行うこととし、開発者に過度の負担と

ならないように留意することが望ましい。

(10) 令第29条の２第１項第10号関係（令第28条の２第２号の技術的細目において定められた制限の強

化の基準）

花崗岩地域等表土が薄い地域等の特定の場所について1000㎡以下の規模であっても表土を保全す

る必要がある場合などについて強化を可能とする趣旨である。



(11) 令第29条の２第１項第11号及び施行規則第27条の３（令第28条の３及び施行規則第23条の３

の技術的細目において定められた制限の強化の基準）

現行の緩衝帯の幅員の規制については、工場立地法の環境施設の設置規制と整合が図られた規制

となっているが、制限の強化を行う場合にあっても工場立地法の運用と齟齬を来たさないように十

分配慮することが望ましい。

(12) 施行規則第27条の４第２号関係（施行規則第24条の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

施行規則第24条の道路に関する技術的細目については、上乗せに限らず、横だしを含めて制限の

強化を可能とするものである 「上乗せ」の例としては、例えば、水はけの悪い地域については、。

アスファルト舗装又はコンクリート舗装を義務付けること、積雪寒冷地については、交通の安全上

縦断勾配を９％以下に引き下げること 「横だし」の例としては、多雪地域については除雪スペー、

スを要求すること、高齢者や子供の多い地域において９％以上の縦断勾配を認める場合はすべり止

めを設けることなどが考えられるが、横だしを行う場合は、令第29条の委任の範囲内に限定される

ことに留意すること。

(13) 施行規則第27条の４第３号関係（施行規則第25条第２号の技術的細目に定められた制限の強化の

基準）

公園等が自動車交通量の激しい道路等に接する場合でなくとも、バイク、自転車等の進入を防ぐ

ため、利用者の安全の確保を図るための措置を講ずる必要性がある場合が想定されるため、強化を

可能としたものである。

(14) 施行規則第27条の４第４号関係（施行規則第26条第４号の技術的細目に定められた制限の強化の

基準）

公共の用に供する排水施設については、周辺の排水施設の整備水準と整合を図るために強化を行

うべきであり、周辺の排水施設の整備水準を超えた水準を求めることは行き過ぎであることに留意

すること。

(15) 施行規則第27条の４第５号関係（施行規則第27条の技術的細目に定められた制限の強化の基準）

「その地方の気候の特殊性」については、例えば多雨・多雪地帯で通常の気候の地域に比べてが

け崩れ又は土砂の流出等の災害の発生頻度の高い区域 「その地方の風土又は地勢の特殊性」につ、

いては、例えば傾斜の多い土地柄やもともと地盤が軟弱な地域で通常の土地柄の地域に比べてがけ

崩れ又は土砂の流出等の災害の発生頻度の高い区域などが想定される。

Ⅰ－５－13 技術基準の緩和

技術基準を緩和する場合にあっては、開発行為の便宜を図るという観点ではなく、法律上の技術基準

をそのまま適用することによる開発者の負担の大きさや緩和を行った場合の開発区域の周辺への影響な

どを勘案し、緩和したとしても良好な宅地水準を確保するという技術基準の趣旨が損なわれないか等に

ついて慎重に検討した上で、必要な場合にのみ限定的に行うことが望ましい。また、区域内に存する市

町村とも十分に調整を行うとともに、次の事項に留意することが望ましい。

(1) 令第29条の２第２項第１号関係

令第25条第２号及び第６号以外の制限は、環境の保全上、災害の防止上不適切であるか、利便の

増進を妨げるおそれが大きいことから緩和の対象とはされていない。

(2) 令第29条の２第２項第２号関係（令第25条第２号の技術的細目において定められた制限の緩和の

基準）



、 、現行の開発許可の技術基準において４ｍ道路が認められるのは 小区間で通行上支障がない場合

既存道路に接して行われる一敷地の単体的な開発行為の場合に限られているが、既成市街地におい

ては周辺に４ｍ道路しか存在せず、また、公共団体による道路の拡幅も予定されていない場合があ

り、このような場合に、６ｍ道路を整備させても道路ネットワークとして実質的な意味がないこと

から、緩和を可能とするものである。

(3) 令第29条の２第２項第３号関係（令第25条第６号の技術的細目において定められた制限の緩和の

基準）

①第３号イ

比較的小規模な公園等の設置を求めないことを可能とする趣旨であり、開発区域の面積の最低限

度については、地域における公園等の整備の進捗、開発区域内に比較的小規模な公園等を設置する

影響等、地域の実情等を勘案して定めることが望ましい。

②第３号ロ

「設置を予定している場合」とは、主に地方公共団体による予算上の位置付け、整備計画上の位

置付け、主に民間事業者による建築基準法に基づく総合設計制度等における位置付け等様々な場合

が想定されるが、開発区域内に比較的小規模な公園等を設置する効用と整備が遅れてもまとまった

。 、 、公園等が整備される効用とを考えて基準を設けることが望ましい 例えば 緩和の対象となる区域

開発行為の規模、公園等の整備見込みの時期（開発工事完了後○年以内に公園等の整備が見込まれ

る等 、整備が見込まれる公園等からの離隔距離を定める等の基準が考えられる。）

本項は、開発許可の技術基準について、地域の特殊な自然条件やまちづくりに対する考え方等を反映して、

地方公共団体の条例で強化又は緩和ができることを規定したものです。

、 、 。条例制定は開発許可権限を有する県 市に限らず 開発許可権限を有していない市町村においても可能です

（ただし、開発許可権限の全てを有していない市町村において制定する場合には、知事との協議及び同意が必

要です ）。

１．技術基準の強化

次の事項について、環境の保全、災害の防止及び利便の増進を図るために必要な限度を超えない範囲で制

定可能です。

(1) 道路

ア 開発区域内道路

ⅰ 幅員の最低限度を12メートル（小区間で通行上支障がない場合は、６メートル）を超えない範囲

で定めること。

ⅱ 歩車道の分離が必要な道路の最低限度を5.5メートルを下らない範囲で定めること。

イ 市街化調整区域内の主要な道路

対象となる開発区域の面積について定めること。

ウ 構造

令第29条の委任の範囲内で規則で定める基準と異なる基準を定めること。

(2) 公園等

ア 0.3ヘクタール以上５ヘクタール未満の開発行為により設置される公園等



ⅰ 住宅系の開発については公園に限定すること。

ⅱ 公園等の数や１箇所当たりの面積の最低制限を定めること。

ⅲ 公園等の面積の合計の開発区域の面積に対する割合の最低制限を６％を超えない範囲で定めるこ

と。

イ ５ヘクタール以上の開発行為により設置される公園等

ⅰ 公園等の数や１箇所当たりの面積の最低制限を定めること。

ⅱ 公園等の面積の合計の開発区域の面積に対する割合の最低制限を６％を超えない範囲で定めるこ

と。

ウ 構造

自動車交通量の激しい道路等に接する場合でなくとも、利用者の安全の確保を図るためにさく、へ

い等の設置を要件とすること。

(4) 排水施設

公共の用に供する排水施設のうち暗渠である構造の部分の内径又は内のり幅について定めること。

(3) 公益施設

20ヘクタール未満の開発行為においてもごみ収集場その他の公益施設を配置すべき開発行為の規模を

定めること。

(4) 宅地防災

ア 開発行為によって生じるがけ、切土、盛土について定めること。

イ 擁壁の構造について定めること。

(5) 樹木保存

保存すべき樹木又は樹木の集団の要件を定めること。

(6) 表土保全

表土の復元等を行うべき切土、盛土の高さの最低制限又は切土、盛土をする土地の面積の最低制限を

定めること。

(7) 緩衝帯

次の基準に従い緩衝帯の幅員の最低限度を定めること。
面 積 （単位ha） 幅 員

１～1.5未 満 6.5ｍ以下
1.5～５ 〃 ８ｍ 〃
５～１５ 〃 １５ｍ 〃
１５以上 〃 ２０ｍ 〃

２．技術基準の緩和

次の事項について、環境の保全、災害の防止及び利便の増進上支障がない範囲で制定可能です。

(1) 道路

開発区域内道路について、幅員の最低限度を４メートル（当該道路と一体的に機能する開発区域の周

辺の道路の幅員が４メートルを超える場合には、当該幅員）を下らない範囲で定めること。

(2) 公園

0.3ヘクタール以上５ヘクタール未満の開発行為により設置される公園等について、地方公共団体が開

発区域の周辺に相当規模の公園等の設置を予定している場合の緩和について定めること。




